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老朽化・陳腐化した建物ストックの増加

老朽化したオフィスビルの増加

出典： （株）ザイマックス不動産総合研究所の研究調査 【東京23区】オフィスピラミッド2019 より
https://soken.xymax.co.jp/2019/01/23/1901-stock_pyramid_tokyo_2019/
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2000年 2019年

○ 東京23区におけるオフィスストック全体の平均築年数は30.9 年。
○ 築年数が経過したものの、更新されていないストックが一定数存在する。

※延床面積300坪以上の主な用途がオフィスであるビルを対象に、築年ごとのオフィス棟数を規模別に表したもの



老朽化・陳腐化した建物ストックの増加

既成市街地の再更新

○ 都市再開発法以前の耐火建築物群や、同法制定初期頃の再開発ビルが多数存在し、老朽化する再
開発ビル等は年々増加しており、今後、リニューアル・更新等の円滑化に向けてどのような対応が必要か
議論が必要。
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■ 再開発事業等を必要とする目的・課題（自治体回答）

○ 今後再開発事業等を必要とする目的・課題としては、商店街・駅前広場の再編・再整備、高齢者向け
住宅の導入・整備、老朽化した非木造建物等の更新が増加している。

【従来の目的・課題 （ｎ＝208）】 【今後の目的・課題 （ｎ＝770 ）】
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従来に比べて著しく増加する今後の目的 ・課題
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高齢者向け住宅の導入・整備

戦災復興区画整理地区等の大街区化

その他公共施設(下水・河川)の整備

医療福祉施設の導入・整備

密集市街地における延焼遮断帯の形成

老朽化した非木造建物等の更新

低未利用地の有効利用（公有地）
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約4倍

約4倍

約4倍

約3倍

約3倍

約3倍
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老朽化・陳腐化した建物ストックの更新ニーズ

既に整備された施設等の更新ニーズの高まり

→老朽化・陳腐化したストックが増加しており、その更新が課題として認識されて
いる。

※H26国土交通省調査による
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地域全体の衰退傾向から建替え後用途（出口）が見当たらない

具体的なテナントマッチングが困難

非住宅のニーズが著しく減少

住宅のニーズがない

建替え後の容積率緩和が困難

高さ制限が課題

事業推進体制が課題（所有者の検討主体がない等）

事業推進体制が課題（民間の検討パートナーが見つからない）

管理費滞納等の負債を抱えており、その処分・取り扱いが課題

初動期における検討費用の調達等が困難

銀行からの借り入れが困難

工事費負担が膨大

解体費負担が膨大

補償費負担が膨大

保留床処分金が不足

補助金が不足

特に課題なし大都市圏 地方圏

○ 権利者合意形成・権利形態関連の課題は、特に大都市の回答が多い。「全員同意が必要な状況であり、
合意形成が困難」や「建替えに向けた機運醸成が困難（用途に関係なく所有者全般）」については、地
方圏でも回答が多い。

○ 事業成立性の課題は地方圏で回答が多い傾向がある。
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老朽化した再開発ビルの更新における課題

事業成立性の課題

権利者合意形成・権利形態関連での課題

※R1国交省調査による（自治体が回答）
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老朽化したビル

建替

一定の要件を満たす必要があるが、事業推進上のメリットが大きい

マンション建替え円滑化法で対応

区分所有法による建て替え（任意の建替）

改修

法定再開発で対応

老朽化・陳腐化したビルの更新に活用可能な制度の比較

○ 老朽化したビルの建替えにおける各種制度の要件や仕組みの概要は下記の通り。

→老朽化・陳腐化したビルの更新方法として、再開発法によらない建替を行う場
合には、合意形成や資金確保のハードルがより高くなる。

＜主な要件＞
・都市計画決定が必要
（合理的かつ健全な高度利用と
都市機能の更新を図ること、
一定の施行区域要件を満たすこと、
等の要件を満たす必要）

＜主な要件＞
・マンションであること
・都市計画決定等は不要
・施行区域要件なし

＜事業の仕組み＞
・全体の4/5以上の同意で建替決議
・建替合意者の3/4以上の同意で事
業計画の同意 等

＜事業の仕組み＞
・全体の2/3以上の同意で組合設立
・各種補助金の活用が可能
・一定の強制力がある
・借家人対応などを、専門家（参加
組合員等）が行う 等

4/5以上の同意で区分所有者集会の決議を行えるが、家主が事
前に借家解消を行う必要があること、活用できる補助制度が少ない
こと等ハードルは高い

建替えに向けた一定の仕組みがある



工事費

24,441(43.7%)

その他経費

8,607(15.4%)

補償費

20,445(36.6%)

調査設計費

2,429(4.3%)
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保留床処分金
21,059(37.7%)

負担金等
13,209(23.6%)

その他
14,275(25.5%)

国庫補助時に係る

公共支出
7,389(13.2%)
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○ 保留床処分金は事業収入の約４割を占めており、保留床処分の成否が事業成立の鍵
(総事業費55,932百万円)

保留床処分に依存する従来の再開発の収支

※Ｈ26～Ｈ30完了26地区平均（都市局所管）

6

約４割

施設建築物工事
21,612.56
公共施設工事
1,886.85

その他
941.32

再開発事業の収支構造

→大都市など、既に容積を使い切っている場合には、保留床を積み増し収支を
確保することが困難。
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事業成立に関する課題（ニーズの変化）

事業ニーズ（規模及び用途）の傾向

再開発事業実施地区における延べ床面積・用途の状況（1地区当たり平均）
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平均延べ床面積
：約30,441㎡

（容積率：449%）
平均延べ床面積
：約25,285㎡

（容積率：389%）

平均延べ床面積
：約50,073㎡

（容積率：522%）

平均延べ床面積
：約67,647㎡

（容積率：606%）
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○ 三大都市圏、地方圏いずれにおいても店舗が減少し住宅が増加。また地方圏では事務所が減少し、公共的施設が増
加するなど事業ニーズに応じて用途構成が変化している。

○ 地方圏においては、全体的に床のニーズが減退してきている。

住宅

店舗

ホテル

事務所

公共的
施設

駐車場

その他



○ 約3割の地方公共団体は商業・業務施設に関する需要が減少傾向・ほぼ皆無と認識。特に地方圏において顕著であ
り、商業・業務施設を中心とする再開発事業等が減少していることを裏付けている。
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事業成立に関する課題（ニーズの変化）
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■ 民間マーケットの状況（住宅、商業、業務、駐車場、医療福祉）

【大都市圏】

【地方圏】

（件）

（件
）

（件
）

（人口10万人以上の市区町村 （ｎ＝207））
35 1380 54 214

11 561 76 272
7

8 1914 45 143

4618 98 251
3

10 1749 104 244

11 746 97 331
3

20 341 26 121

6 229ああ
ああ

38 161
2

4 1711 54 134

8 818 54 141

9 221 46 205

15 1039 28 93

5 332 38 111
5

4 1711 54 134

3 297 44 129

2 930 50 103

2 525 51 138

5322 85 241
4
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9

医療福祉施設

医療福祉施設

医療福祉施設

事業ニーズ（規模及び用途）の傾向

→床のニーズ（地方では特に商業床のニーズ）が減退しており、再開発事業に
際しての事業成立性の課題が大きくなっている

※H26国土交通省調査による
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（単位：億円）

事業成立に関する課題（自治体の財源）

維持補修費の増加（H15～H28）

○ 地方公共団体が管理する施設等の維持に要する経費である維持補修費は増加傾向にあ
り、今後も、更なる増加が予測される。
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1兆564億円

9,753億円

1兆2,036億円

出典： 総務省「地方財政統計年報」を基に国土交通省都市局作成

→補助等の支援に際して、自治体の財政上の制約は、大きくなってきている。



新たな土地利用・空間ニーズ

既成市街地の再更新

○ 戦災復興土地区画整理事業により整備された中心市街地では、敷地、街区が細分化され
ており、既成市街地の更新にあたってどのような対応が必要か。
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出典：国土地理院

出典：国土地理院
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敷地利用ニーズの多様化

○ 建物の更新を行いたいニーズと存置するニーズが混在している場合がある。

不整形な敷地に建つ高度利用さ
れた業務・商業ビル

歴史的な建物が市街地に点在

空地青空
駐車場

青空
駐車場

→それぞれのニーズに対応するため、建物整備と一体的な敷地再編が求められる。
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敷地利用ニーズの多様化

○ 高度利用のニーズのないアーケード商店街と、高機能オフィスの需要のある幹線道路
沿いのオフィス地区など、容積活用ニーズの異なる地区が併存している。

アーケード商店街オフィス地区

→それぞれの地区のニーズに対応し、効果的に容積を活用するため、柔軟に容積
融通を行うことが考えられる

※いずれも用途地域は
商業地域

（容積率600
～700％）



課題の整理
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１．老朽化・陳腐化したビルストック群の活用・更新

建替(個別建替・共同建替)における課題
・権利者の合意形成の円滑化
・事業成立性の確保
・法定再開発適用の柔軟化

既存ストックの活用における課題
・活用の前提としての耐震化
・面的開発(再開発)と既存ストック活用の共存

２．敷地利用ニーズの多様化への対応

利用意向に応じた敷地利用・敷地再編への対応
・建物整備と一体的な敷地再編
・敷地ベースでの柔軟な再編

容積融通の柔軟化への対応
・事業の区域を越えた容積の融通


